事　務　執　行　概　要
国民健康保険課
平成３０年度　事業別最終予算額及び決算額（又は決算見込み額）

（単位：千円）

	事業名
	最終予算額
	決算額又は

決算見込み額
	グループ名

	国民健康保険診療報酬審査支払事務補助金
	１１，４１６


	１１，４１６
	総務企画グループ


	後期高齢者医療給付費負担金


	８７，７９４，１７５
	８７，７９４，１７５
	総務企画グループ

	後期高齢者医療高額医療費負担金


	５，９９５，２５１
	５，９９５，２５１
	総務企画グループ

	後期高齢者医療財政安定化基金


	１，５４７
	７４０
	総務企画グループ

	後期高齢者医療保険基盤安定負担金
	１６，７３８，５２８
	１６，７３８，５２８
	総務企画グループ

	国民健康保険保険給付費等交付金（普通交付金）
	６６６，２１０，６４５
	６６４，２８４，３４７　
	財政運営グループ

	国民健康保険保険給付費等交付金（特別交付金）
	　１３，３７５，４６９
	１２，９８９，１５０
	総務企画グループ
財政運営グループ

	国民健康保険保険基盤安定負担金
	３６，３００，５３４
	３６，３００，５３４
	財政運営グループ

	前期高齢者納付金等
	４８９，４６８
	４８９，４６７
	財政運営グループ

	後期高齢者支援金等
	１１４，３４１，６１５
	１１４，３４１，６１４
	財政運営グループ

	介護給付費・地域支援事業支援納付金
	４１，６２６，４１３
	４１，６２６，４１３
	財政運営グループ

	医療関係団体による講習
	１７，１５０
	１７，１５０
	医療指導グループ


総務企画グループ
　　国民健康保険及び後期高齢者医療制度に関し、保険者の健全な財政確保と事業の円滑な運営を図るため、必要な支援・助言等に努めた。

Ⅰ　国民健康保険に係る事業

１　保険者に対する指導助言等

保険者の健全な財政確保と事業の円滑な運営を図るため、事業運営に関する指導監督等を実施した。

（１）一般状況

保険者数　　　　　　  　５９

市町村　　　４３

国民健康保険組合　　　１６

（２）指導監督等の実施状況

	　
区　　　分


	保険者数
	実施保険者数
（実施回数）
	内　　　　　　　訳
	（参　考）
厚生労働省による指導監査実施保険者数

（実施回数）

	
	
	
	一般指導監督等
実施保険者数

（実施回数）
	特別指導監督等
実施保険者数

（実施回数）
	

	市町村
	43
	43
	43
	0
	1

	国民健康保険組合
	16
	 8
	 8
	0
	0

	計
	59
	51
	51
	0
	1


（３）指導監督等の内容

ア　市町村

財政の健全性の確保向上について　　　　３７件

収納率の向上について　　　　　　　　　２７件

特定健診受診率向上について　　　　　　２８件
保健指導実施率向上について　　　　　　２９件

○根拠法令等
・国民健康保険法第４条第２項、第106条第１項、

第108条第１項

（４）国民健康保険組合の規約等の認可・届出

ア　認可件数　　　　　　　２２件（保険者数　　１３）
規約の変更　　　　　１２件（同上　　　　１０）
借入金、財産処分　　１０件（同上　　　　　８）

イ　届出件数　　　　　　　６７件（保険者数　　１６）
収入支出の予算　　　４０件（同上　　　　１６）
決算報告　　　　　　１６件（同上　　　　１６）
役員の変更等　　　　１１件（同上　　　　１０）
○根拠法令等
・国民健康保険法第27条第４項

・国民健康保険法施行令第第15条、23条第２項

・国民健康保険法施行規則第21条、第23条

２　国民健康保険組合に対する財政運営の指導

　　国民健康保険法第73条及び第74条の規定に基づき、国民健康保険事業にかかる国庫負担（補助）金が国民健康保険組合に対し交付された。
３　保健事業の実施
市町村の医療費適正化取組を支援するため、保健事業を実施した。
（単位：円）
	事業名
	最終予算額
	決算額

	健康づくり支援プラットフォーム整備等事業
	289,276,000
	289,294,043

	国民健康保険ヘルスアップ支援事業
	24,540,392
	24,540,392


［国庫負担（補助）金の交付状況］

（単位：円）

	
	区　　　分
	交付金額
	内　　　　　　　　　訳

	市町村
	特定健康診査・保健指導負担金
	1,021,644,000
	

	
	計
	1,021,644,000
	

	国保組合
	事務費負担金
	161,473,819
	

	
	療養給付費等
補　助　金
	
18,581,328,818

	療養給付費補助金
（定率分）　　　　　　8,562,566,996

　　　　　　　　（普　調）            3,540,562,000

　　　　　　　　（特　調）            　699,744,000

老人保健医療費拠出金補助金

（定率分）           　　 　　　　0

　　　　　　　　（普　調）            　  　　　　0

　　　　　　　　（特　調）               　 　　　0

介護納付金補助金

（定率分）　　        1,139,437,352

　　　　　　　　（普　調）            　671,711,000

　　　　　　　　（特　調）            　 　　　　 0

後期高齢者医療支援金補助金

（定率分）            2,476,848,470

（普　調）            1,490,459,000

　　　　　　　　（特　調）               　　　　 0

	
	特定健康診査・保健指導補助金
	28,279,000
	

	
	出産育児一時金等補助金
	314,123,000
	出産育児一時金　　　　　　　　　　　　　154,995,000
高額医療費共同事業　　　　　　　　　　　159,128,000

	
	計
	19,085,204,637

	


４　保険者に対する財政援助

　　国民健康保険事業の円滑な運営を図るため、国民健康保険法に基づき次のとおり負担金等の交付を行った。

　国民健康保険保険給付費等交付金(特別交付金)　特定健康診査等負担金分

交　付　額　　1,021,644,000円

対　　　象　　府内43市町村

○根拠法令等

・国民健康保険法第４条第２項、第72条の５、第75条、第81条の２第５項

５　国民健康保険制度改革

　　　大阪府国民健康保険運営協議会の運営
　　　改正国民健康保険法に基づき、大阪府国民健康保険運営方針の策定等、国民健康保険事業の運営に関する事項を審議するため設置している「大阪府国民健康保険運営協議会」の運営を行った。

○根拠法令等
・国民健康保険法第11条

・大阪府国民健康保険運営協議会条例

６　大阪府国民健康保険団体連合会に対する助成
　　大阪府国民健康保険団体連合会に対して、その事業の健全かつ円滑な運営が図られるよう診療報酬審査支払事務等に要する経費に対し、次のとおり補助金の交付を行った。

予　算　額　　11,416千円
決　算　額　　11,416千円
Ⅱ　後期高齢者医療制度に係る事業

【後期高齢者医療制度について】

　　　７５歳以上の高齢者（一定の障がいがあると認定された６５歳以上の方を含む）は、平成20年３月まで、国民健康保険等の医療保険に加入しながら、老人保健制度で医療給付を受けていたが、急速な高齢化の進展に対応するため、平成20年４月に後期高齢者医療制度が創設された。

　

　　　　根拠法　　　　　　　高齢者の医療の確保に関する法律

　　　　対象者　　　　　　　75歳以上の方及び65歳以上で一定の障がいがあると認定された方

自己負担金（一部負担金）　１割（一定所得以上の方　3割）

給付費の財源構成　　公費約5割・後期高齢者支援金約4割・保険料約1割

運営主体（保険者）　大阪府後期高齢者医療広域連合

１　保険者に対する指導助言等

　　健全な財政確保と事業の円滑な運営を図るため、事業運営に関する指導監督等を実施した。
	区　　　分
	指導監督等

	
	書面審査による指導監督
（実施回数）
	実地による指導監督
（実施回数）

	大阪府後期高齢者医療広域連合
	1
	1

	市町村
	43
	14

	計
	44
	15


２　制度の安定化に向けた財政支援

大阪府後期高齢者医療広域連合の行う後期高齢者医療制度に対し、その運営の安定化を図るため、次のとおり財政支援を行った。

（１）後期高齢者医療給付費負担金（府負担率１／１２）

　　　高齢者の医療の確保に関する法律第96条第1項に基づく給付額の府費負担分を大阪府後期高齢者医療広域連合に交付した。

　　　　　　　　予　算　額　　87,794,175千円

　　　　　　　　決　算　額　　87,794,175千円

（２）後期高齢者医療高額医療費負担金（府負担率１／４）

高額な医療費の発生による大阪府後期高齢者医療広域連合の財政リスクを軽減するため、高齢者の医療の確保に関する法律第96条第2項に基づく府費負担分を大阪府後期高齢者医療広域連合に交付した。

　　　　　　　　予　算　額　　 5,995,251千円

　　　　　　　　決　算　額　　 5,995,251千円

（３）後期高齢者医療財政安定化基金（府負担率１／３）

大阪府後期高齢者医療広域連合の高齢者医療財政の安定化を図るため、高齢者の医療の確保に関する法律第116条第5項に基づき設置した高齢者医療財政安定化基金に対し、府負担分を負担した。

　　　　　　　　予　算　額　 　　　1,547千円

　　　　　　　　決　算　額　　 　　　740千円

（４）後期高齢者医療保険基盤安定負担金（府負担率３／４）

大阪府後期高齢者医療広域連合が行う低所得者の保険料軽減に対し、高齢者の医療の確保に関する法律第99条第3項に基づき、府費負担分を市町村に交付した。
　　　　　　　　予　算　額  　　 16,738,528千円

  　　　　　　　決　算　額　　　 16,738,528千円

財政運営グループ
平成30年度から国民健康保険制度改革により、財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業の確保に努めた。

１　保険者に対する指導助言等

保険者の健全な財政確保と事業の円滑な運営を図るため、事業運営、予算編成等に関する指導監督等を実施した。
○根拠法令等
・国民健康保険法第４条第２項

２　国民健康保険財源の受入
（1） 市町村から国民健康保険事業費納付金を受入れた。
（2） 国から療養給付費等負担金、普通調整交付金及び特別調整交付金等を受入れた。
（3） 社会保険診療報酬支払基金から前期高齢者交付金及び療養給付費等交付金を受入れた。

３　国民健康保険法第72条の３第２項及び第72条の４第３項並びに第75条の２第１項に基づき、次のとおり市町村に交付した。
（1） 国民健康保険保険給付費等交付金（普通交付金）
　　　　交付額　664,284,346,364円
　　　　対　象　府内43市町村
（2） 国民健康保険保険給付費等交付金（特別交付金）
　　　　交付額　10,817,972,000円
　　　　対　象　府内43市町村
（3） 国民健康保険保険基盤安定負担金
　交付額　36,300,533,318円
　　　  対　象　府内43市町村
４　高齢者の医療の確保に関する法律第36条第２項及び第118条第１項及び介護保険法第150条第１項に基づき、次のとおり社会保険診療報酬支払基金に納付した。

（1） 前期高齢者納付金等
　　　　納付額　489,466,646円
（2） 後期高齢者支援金等
　　　　納付額　114,341,613,483円
（3） 介護給付費・地域支援事業支援納付金
　　　　　　　 納付額　41,626,412,309円

５　国民健康保険の財政の安定化を図るため、平成27年度に設置した国民健康保険財政安定化基金を運用した。

積立額　2,098,765,753円
取崩額　1,842,160,286円
○根拠法令等
・国民健康保険法第81条の２
・大阪府国民健康保険財政安定化基金条例
【特別会計の受入状況】　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　　　分
	交付金額
	備　考

	市町村
	国民健康保険事業費納付金
	266,739,826,620
	

	国
	療養給付費等負担金
	172,220,087,872
	

	
	普通調整交付金
	63,575,554,000
	

	
	特別調整交付金
	9,566,340,000
	

	
	高額医療費負担金
	7,096,108,006
	

	支払基金
	前期高齢者交付金
	257,811,128,768
	

	
	療養給付費等交付金
	3,439,121,000
	


審査会・点検グループ
Ⅰ　大阪府国民健康保険審査会及び大阪府後期高齢者医療審査会の運営

大阪府国民健康保険審査会及び大阪府後期高齢者医療審査会の運営を実施した。
１　大阪府国民健康保険審査会

被保険者代表　３名　　　　審査請求件数（受理）　１１０件　

審査会組織　　　　　保険者代表　　３名　　　　　　　　　　（裁決）　１９５件

（９名）　　　　　　公益代表　　　３名

○根拠法令等
・国民健康保険法第９２条

２　大阪府後期高齢者医療審査会

被保険者代表　３名　　　　審査請求件数（受理）　２６４件　

審査会組織　　　　　広域連合代表　３名　　　　　　　　　　（裁決）　２４８件

（９名）　　　　 　公益代表　　　３名

○根拠法令等
・高齢者の医療の確保に関する法律第１２９条

Ⅱ　大阪府による給付点検調査及び不正利得の回収に係る事務
　平成30年度より府が国民健康保険財政の運営主体となることに伴い、広域的又は医療に関する専門的な見地から、府が実施可能な給付点検に係る事務処理方針及び不正利得の回収に係る事務処理規約を策定した。

○根拠法令等
・国民健康保険法第75条の３から第75条の６

・国民健康保険法第65条第４項
医療指導グループ

１　保険医療機関等の指導及び監査並びに被保険者の実地調査

（１）保険医療機関等の集団指導・個別指導

新たに保険医療機関等の指定を受け、あるいは保険医等の登録が行われた者については、必要な知識の習得のため医療関係団体の協力を得ながら、近畿厚生局と共同で集団指導（医科１９回、歯科５回、薬局８回）を行った。

また、特に指導を必要とするものについては、医療関係団体の協力を得ながら、近畿厚生局と共同で個別指導を適宜実施した。

〇根拠法令等

　  ・国民健康保険法第41条

・高齢者の医療の確保に関する法律第66条

・指導大綱（平成12年5月厚生省保険局長通知（平成20年9月最終改正））

指導実施機関数
	区分
	医科
	歯科
	薬局
	計

	集団指導
	８６６
	３２１
	１，２７２
	２，４５９

	個別指導
	２６２
	１８７
	２２０
	６６８

	集団的個別指導（集団）
	５１３
	４３６
	３０５
	１，２５４


（参考）保険医療機関等の指定状況
　　保険医療機関及び保険薬局数
	区　分
	29年4月1日現在
	30年4月1日現在
	31年4月1日現在

	医　科
	８，３９５
	８，３７８
	８，４１８

	歯　科
	５，５２７
	５，５０５
	５，４７２

	薬　局
	４，０４５
	４，０８７
	４，１３７

	計
	１７，９６７
	１７，９７０
	１８，０２７


（２）被保険者の実地調査
個別指導の結果、診療内容及び診療報酬の請求について、不正又は不当の疑いのあるものについては、当該保険医療機関等で受診した被保険者に対し、その診療の状況等を実地に調査した。
〇根拠法令等

　  ・国民健康保険法第114条第2項

・高齢者の医療の確保に関する法律第61条第2項

　　　　  　　  ・監査要綱（平成12年5月厚生省保険局長通知（平成20年9月最終改正））

（３）保険医療機関等の監査
個別指導及び被保険者の実地調査の結果、診療内容及び診療報酬の請求について不正又は著しい不当の疑いがあり、監査の実施が必要と認められる保険医療機関等９件について、医療関係団体の協力を得ながら近畿厚生局と共同で監査を実施した。

〇根拠法令等　

  ・国民健康保険法第45条の2
・高齢者の医療の確保に関する法律第72条

・監査要綱　（平成12年5月厚生省保険局長通知　平成20年9月最終改正）

	監査実施日（延べ日数）
	医科
	歯科
	薬局
	処分内容

	5/14～2/25（１０日間）
	１
	
	
	監査終了
処分精査中

	5/21～12/17（８日間）
	１
	
	
	監査終了
処分精査中

	6/1～8/27（４日間）
	１
	
	
	監査終了
処分精査中

	6/7～12/21（８日間）
	１
	
	
	監査終了
処分精査中

	6/22～3/14（６日間）
	
	２
	
	監査継続中

	5/31～3/28（１８日間）
	
	１
	
	監査継続中

	10/11～1/24（４日間）
	
	１
	
	監査継続中

	5/25～8/2（５日間）
	
	
	１
	監査終了
取消及び取消相当(H31.3.11)

	　　　　　計
	４
	４
	１
	


（４）医療関係団体による講習

療養担当者に対する関係規則及び規定等の周知徹底を図るため、医療関係団体に対して、これらの講習事務を委託した。

　

	年度
	平成２８年度
	平成２９年度
	平成３０年度

	委託先
	(一社)大阪府医師会
	12,070,000円　
	12,070,000円　
	12,070,000円　

	
	(一社)大阪府歯科医師会
	4,095,000円　
	4,095,000円　
	4,095,000円　

	
	(一社)大阪府薬剤師会
	985,000円　
	985,000円　
	985,000円　

	計
	17,150,000円　
	17,150,000円　
	17,150,000円　

	（予算額）
	（17,150,000円）
	（17,150,000円）
	（17,150,000円）


２　受領委任契約の状況並びに柔道整復師に対する指導及び監査

（１） 受領委任契約の状況

被保険者（患者）から委任を受けた柔道整復師が、被保険者（患者）に代わって療養費を保険者に請求する取扱い（受領委任の取扱い）を行うため、大阪府知事と近畿厚生局長と柔道整復師の３者で受領委任契約（公益社団法人大阪府柔道整復師会にあっては協定）を締結している。

この契約（協定）に基づき、近畿厚生局と共同で指導及び監査を実施した。

    　　　　　　　  〇根拠法令等
・受領委任の取扱規程又は協定書

・柔道整復師の施術に係る療養費の指導監査要綱

　　　　　　　　　　　（平成11年10月厚生労働省保険局長通知 （平成29年9月最終改正））
・契約を締結している柔道整復師（施術管理者）数

	３０年度（４月～３月）
	３０年度末

	新　規
	辞　退
	中　止
	差引増減
	

	７４９
	６０３
	０
	１４６
	６，５２２


（２）柔道整復師への集団指導及び個別指導・監査等

　　概ね一年以内に受領委任の取扱いを承諾又は登録した柔道整復師を対象に集団指導を行った。

　　また、特に指導を必要とする柔道整復師については個別指導を、療養費の請求内容が不正又は著しく不当なものであるとの疑義を認める柔道整復師については監査を、それぞれ近畿厚生局と共同で実施した。

　　監査の結果、療養費の請求内容に不正又は著しい不当の事実が認められた場合は、受領委任の取扱いを中止（受領委任の取扱いを辞退又は施術所が廃止されていた場合は｢中止相当｣）した。

	
	集団指導
	個別指導
	監査
	中止(相当)
措置件数

	施術所数
	３９３
	１１
	３
	４

	延べ日数等
	年２回
	１１日
	９日
	―


３　大阪府国民健康保険診療報酬審査委員会委員の委嘱

大阪府国民健康保険団体連合会に設置されている大阪府国民健康保険診療報酬審査委員会の委員の委嘱等を行った。

審査委員会組織（168名）[療養担当代表　56名、保険者代表　56名、公益代表　56名]

〇根拠法令等

・国民健康保険法第87条、88条

４　柔道整復療養費審査委員会の設置及び審査委員の委嘱
大阪府国民健康保険団体連合会に設置されている大阪府国民健康保険等柔道整復療養費審査委員会の委員の委嘱等を行った。

[施術者代表　１２名、保険者代表　１２名、学識経験者代表　４名、合計２８名]

〇根拠法令等

・柔道整復師の施術に係る療養費の審査委員会設置要綱

（平成11年10月厚生労働省保険局長通知（平成29年9月最終改正））

